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犯罪と不安の現状
　近年、わが国でも犯罪に対する不安が
高まっています。平成19年の内閣府の
世論調査では、悪い方向に向かっている
分野として「治安」を挙げた人の割合は
35.6% で、様々な項目のなかで2位に
なっています（図1）。実は、平成17 年、
18年の調査で「治安」は1位でした。
　実際、警察による刑法犯認知件数（警
察等が発生を認知した事件の数）と検挙
率（検挙件数÷認知件数）は、それぞれ平
成14年、13 年に底を打ち、ここ数年は
回復傾向にあります（図2）。実際の犯罪
数と犯罪不安はあまり相関がない、ある
いは犯罪に少し遅れて犯罪不安は回復
すると考えられます。先の内閣府の調査
を時系列で見ると、悪い方向に向かって
いる分野として「治安」を挙げる人の割
合は平成6年に急騰しています（図3）。
この年、刑法犯認知件数や検挙数は前年
より良くなっていますが、松本サリン事
件の発生が国民の意識に影響したもの
と考えられます。同様に、良い方向に向
かっている分野として「治安」を挙げる
人の割合が急落した平成10年には和歌
山毒物カレー事件が発生しています。
　今回のえぴすとらでは、犯罪の起こり
にくい住宅・都市を目指して行っている
建築研究所の研究について紹介します。

　（※1）出典：
　　内閣府「社会意識に関する世論調査」

（平成19年1月）
　（※2）出典：
　　警察庁「平成18年の犯罪情勢」
　（※3）出典：
　　内閣府「社会意識に関する世論調査」
　　（H1～H19、実施月は年によって異なる）
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　犯罪や犯罪不安の問題に対して、近年
では建築・都市工学からもアプローチさ
れるようになりました。旧来、犯罪の原
因は犯罪者の素質や社会環境に求められ
ました。このような考え方は「犯罪原因
論」と総称されます。しかし、70 年代
になって、「犯罪の原因は複雑でありそ
の解明は困難ないし不可能」、「仮に犯
罪の原因が解明されてもそれを除去する
ことは困難ないし不可能」といった見方
が広まると、犯罪が遂行される環境や状
況に着目する考え方が登場しました。こ
の考え方は、「犯罪機会論」と呼ばれま
す。犯罪原因論が、刑務所や少年院で
の処遇による事後的な対応を目的とす
るのに対し、犯罪機会論は環境が犯罪を
誘発する要素となっていると考え、これ
らの要素を除去することを目的とするた
め、犯罪の起こりにくい環境を作り出す
ことによる事前予防を可能にします。

犯罪の起こりにくい住宅・都市を目指して
　現在、建築研究所では、重点的研究開発課題「住宅・市街地の日常的な安全・安心性能向上
のための技術開発」のなかで、住宅・都市の防犯に関する研究を行っています。また、社団法
人日本防犯設備協会、独立行政法人都市再生機構と、それぞれ防犯関連の共同研究を実施中です。
　以下、理論的な背景や関連する制度、そして建築研究所の研究成果をご紹介します。

工学的アプローチの　
登場 住 宅の防犯に関する　

制度

　国は、平成 15 年 9 月に、内閣総理大
臣が主宰する犯罪対策閣僚会議を設置し、
平成 17 年 6 月には、「安全・安心なまち
づくり全国展開プラン」を決定しました。
これを受け、平成 18 年 4 月から、「住宅
の品質確保の促進等に関する法律」に基
づく「住宅性能表示制度」の 10 番目の評
価項目として「防犯に関すること」が追
加されています。
　また、関係省庁及び建物部品関連の民
間団体からなる官民合同会議が、侵入ま
でに 5分以上の時間を要するなど一定の
防犯性能があると評価した建物部品（コ
ラムCP部品参照）の開発・普及が進めら
れており、平成 19 年 10 月 24 日現在、
17種類 3,614 品目が目録に掲載、公表さ
れています。
　建築研究所は、国土交通省及び警察庁
の公益法人が実施する防犯優良マンショ
ン認定制度の「標準認定基準」（平成 18

■表1 防犯環境設計（CPTED）の考え方
※国土交通省住宅局「防犯に配慮した共同住宅に係る設計指針」より

CP部品には左の共
通標章を貼付・刻印
などすることがで
きます。一例として、
CP部品のドアと錠、
防犯ガラスの特徴
をご紹介します。

警察庁HP「住まいる防犯110番」より転載

年 4月公表）の策定に協力しました。こ
れは、各都道府県における住宅関係の公
益法人（建築住宅センター等）と防犯関
係の公益法人（防犯協会等）が防犯性に
優れたマンションを共同認定する際の基
準のひな形となるものです。この標準認
定基準は、犯罪機会論の理論のひとつで
ある防犯環境設計（CPTED、セプテッド）
（表 1及び表紙参照）を拠りどころに、共
用部分の対策として、見通しや明るさの
確保、防犯カメラやオートロックなどの
設備、専用部分の対策としてCP部品の使
用などを盛り込んでいます。
　すでに認定制度を始めている大阪府で
は、577 物件が申請され、444 物件を認
定しています（平成 13 年 3 月～平成 19
年 7月）。実施主体である府防犯協会連合
会の話によると、登録物件ではほとんど
犯罪が発生しておらず、防犯カメラが犯
人の検挙に結びついたケースもあるそう
です。今後、さらに多くの県で認定制度
が実施され、防犯性に優れた共同住宅が
普及することが期待されています。  

ピッキング、サム
ターン回し、バー
ルなどによるこ
じ破り、金切りは
さみなどによる
ドアの切り破り
などの手口に対
して強固なもの
になっています。

◆ドアと錠
強靭な中間膜
（特殊フィルム）
が内部に密着さ
れているため、
通常のガラスに
比べ破壊されに
くくなっていま
す。

◆ 防犯ガラス
ＣＰ部品

防犯性能の高い建物部品



　一方、個々の住宅ではなく、地区レベル
での防犯については、まだ研究も発展途上
で、関連する施策も少ないのが現状です。
図4は、平成14年から16年における一
世帯当たりの住宅侵入盗の「多い」「少ない」
（以下「被害リスク」）を町丁別に表した地
図です。なぜ、このように犯罪の多い地区
と少ない地区が生じるのでしょうか。建築
研究所では、東京23区と隣接市の3048町
丁を対象に、国勢調査や都市計画基礎調査
などのデータを用いて、侵入盗発生数との
関係を分析しました。その結果を犯罪機会
論の考え方に照らして解釈すると、以下の
ようなことが分かってきました。
・ 人口密度が高い町丁、世帯当り人員、昼
間人口の多い町丁は、「自然監視性」（自
然に人の目が届く状態）が確保され、被
害リスクが低い。逆に言うと、時間帯に
よって誰も居ないような町丁は被害リス
クが高い。都心居住推進、単身世帯対策
などの住宅施策、商店街活性化施策など
も「自然監視性」を高める上で有効だろう。
・ 持ち家世帯の多い町丁と比べ、民営借家
世帯の多い町丁は被害リスクが高い。こ
れは、建物の防犯対策や維持管理の水準、
住民の帰属意識などの差によると考えら
れる。
・ 建て詰まった町丁は、被害リスクが高い。
見通しが悪かったり、隣接する建物経由
で侵入できたりするため、侵入盗を行い
やすい環境になっていると考えられる。
・ 高層共同住宅の多い町丁は、被害リスク
が低い。防犯対策の進んでいる世帯が多
いこと、接近できる開口部（窓やドア）
の数が少ないことが、理由として考えら
れる。
・ 住宅地に商業用途が入り込むと、匿名性

地区レベルでの研究

　児童を狙った犯罪が続発するなか、犯罪
機会論に基づく防犯対策として全国的な普
及を見せているのが「地域安全マップ」で
す（写真1）。地域安全マップとは、犯罪が
起こりやすい場所を表した地図のことで、
地域住民、特に子どもが参加して、事前学
習やまちあるき（写真2）を経て作成され
ます。短期的には、危機回避能力の獲得が
目的とされますが、中長期的には犯罪が起
こりにくいまちづくりを進めるプロセスの
一部として位置付けられます。
　建築研究所では、平成16年に東京都板
橋区で小学生と保護者が作成した地域安全
マップを分析し、住宅地における犯罪不安
箇所の特徴を分析しました。夜間照度（明
るさ）に関する調査では、幹線道路沿いや
商店街で照度が高いのに対し、測定箇所の
約半数で、警察庁の留意事項で推奨される
基準（3ルクス）を下回っていることが分
かりました（図5）。その後の分析からは、
基準を上回る箇所でも、周囲と比べて照度
の落差があると不安に感じられること、逆
に基準を下回っていても周囲の照度が平均
していると不安に感じられないことが分か
りました。このことから、相対的な照度も
考慮した照明計画が必要であり、例えば地

地域に密着した研究

が高まって被害リスクが高まるという説
もあるが、この分析ではその傾向は見ら
れなかった。都市活動を活性化し、来街
者の目によって「自然監視性」を高める
ような方向性も検討すべきである。
　海外では、地区や都市のレベルでも、国
が防犯のガイドラインを策定しているとこ
ろがあります。わが国でもこのような研究
を積み重ね、犯罪に強いまちづくりの方向
性を示していくことが求められています。

域住民間で協定を結び、住宅の門灯や玄関
灯で連続して照度を確保するような取り組
みも有効であると言えます。
　このように、建築研究所では犯罪の起こ
りにくい住宅・都市を目指した研究を行っ
ています。研究推進に当たっては、机上の
データ分析だけでなく、地域に密着した調
査を引き続き行っていきたいと考えていま
す。（樋野公宏）
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■写真1　 地域安全マップ

■写真2　 マップ作成のためのまちあるき

■図5　 夜間水平面照度の調査結果（東京都板橋区）
■図4　一世帯当たりの住宅侵入盗の認知件数による町丁の区分（H14-16）
　　　　（東京23区及び隣接市）
　　　　※該当する町丁数が等しくなるように5段階に区分した。
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　昨今、真面目に市民生活を営んでいる一
般市民が突然事件に巻き込まれ、尊い生命
を奪われるといった事件が多発し、新聞・
テレビ等で日常的に報じられている状況に
接するにつけ、安全・安心な社会と国民生
活の実現のための住宅・都市のあり方、社
会資本整備のあり方が今まで以上に問われ
ているように思われます。建築研究所では、
第二期中期計画において、「住宅・市街地の
日常的な安全・安心性能の向上のための技
術開発」を重点的研究開発課題に位置づけ、

防犯性の高い住宅及び地域づくり並びに
市街地環境に関する評価技術の開発、建築
内事故の防止を目的とする安全・安心デー
タベースの構築技術の確立等を目指した研
究開発を進めています。本号では、特に「防
犯性能の向上」について、住宅・都市研究グ
ループで取り組んでいる個々の住宅レベル
での対策技術と地域レベルでの対策技術に
ついての実証的な研究成果の一端を樋野研
究員がまとめました。安全・安心な社会の
実現に向けて、建築研究所の研究開発の成
果が多少なりともお役に立てることを念願
いたします。　　　　　　　　　　 (H.S.)

　世界の地震災害において、地震による犠
牲者のほとんどは、途上国において発生し
ています。国際地震工学センターでは、途上
国からの研修生を対象に、長年にわたり地
震学・地震工学の研修を実施してきました。
また、ペルー、メキシコ、トルコ、インドネシ
ア、ルーマニアなどへの政府間の技術協力
プロジェクトに専門家を派遣し、技術協力
の中心的な役割を担っています。こうした
経験、ノウハウ、人的ネットワークを活用し、
国際間の技術協力を推進していくことを目
的に、国際地震工学センターでは、研究課題
「途上国における建築・都市の地震災害軽減
のための国際技術ネットワークの構築」（平
成18～ 2 0 年度）を実施しています。

　これまでHP （ホームページ）「IISEEネッ
ト」（http://iisee.kenken.go.jp/net）を開設
し、世界各国の耐震情報（地震観測、地震被
害履歴、耐震基準、マイクロゾーニング）の
発信、地震カタログの整備を行うとともに、
途上国が自ら行う地震防災研究を支援する
ことを目的に、手法データベースである「地
震被害推定システム」を開発しました。さら
に、途上国側のニーズを反映して、途上国の
環境に合った技術開発を行う必要性を鑑み
て、日本の協力で設立された研究機関を中
心とする国際技術協力ネットワークを確立
し、共同研究、共同実験、遠隔講義等の実施を
進めています。
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建築研究所講演会のご案内
　平成20 年3月1 4日（金）、東京有楽町朝日ホー

ル（有楽町マリオン 11 Ｆ）において、独立行政法

人建築研究所講演会を『建築技術イノベーション

に向けて』と題して開催いたします。

　今年度の講演会では、建築研究所が取り組んで

いる研究開発の現状と今後の可能性について講

演を行うとともに、３月の能登半島沖を震源とし

た地震と７月の新潟県中越沖地震に関する調査

報告を行います。また、特別講演として、建築家で

あり横浜国立大学大学院教授の山本 理顕氏から

『Open  space  / Open  m ind』と題して講演して

いただく予定となっております。建築・住宅・都

市における様々な技術の現在の課題と今後の動向

について、より深く理解していただけるものと考

えております。

　また、同ホールロビーではポスターを展示する

とともに、担当の研究者が対応するコアタイムも

予定しております。それぞれの研究成果や今後の

方針などについて担当研究者自らが、説明を行う

とともに、皆様からのご質問にお答えいたします。

　入場は無料（事前登録は不要です。御名刺をご持

参頂ければ幸いです。）となっておりますので、皆

様のご来場を心よりお待ち申し上げております。

出版のご案内

建築研究資料No.108

　 「住宅・住環境の安全・安心に関する継続的な

意識調査および分析」

建築研究資料No.109

　 「平成19年（200 7年）新潟県中越沖地震建築物

被害調査報告」

BRI Proceedings No.13

　 「発展途上国における実践的な耐震工法のため

の国際ワークショップ2007 報告書」

Ｑ：建築研究所は、他機関との共同研究を行っていますか？

Ａ： はい。建築研究所では、国内外の公的研究機関、大学、民間研究機関等の各々の特徴や得

意分野を活かした研究活動を共同で実施することにより効果的・効率的な研究開発を

するため、外部の研究機関等との共同研究を積極的に実施しています。平成１８年度は、

海外との共同研究を除いて41 件を実施しました。

　また、建築研究所が中心となり、総合建設業、ハウスメーカー等の建築・住宅技術に関

連する研究開発機関や企業等の幅広い結集を図り、研究開発の共通基盤の確立を目指す

ため設立された建築研究開発コンソーシアムを通じた共同研究プロジェクトに参画し

たほか、建築研究開発コンソーシアムにおける各種研究会へ積極的に参画しています。

建築研究開発コンソーシアムについては、下記のアドレスをご覧下さい。

http://www.conso.jp/

● Q&A コーナーは、読者の方から頂いたご質問にお答えするコーナーです。

　ご質問は、epistula@kenken.go.jp までお願いいたします。


	えぴすとら40
	えぴすとら40_P4(



